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原発の再稼働に伴う変更工事に要する資金額
重大事故等対処設備など 特定重大事故等対処施設

(審査済) (未審査)

 川内原発１号機・２号機 約１，３００億円 未申請

原発の再稼働に伴う変更工事に要する資金額

 高浜原発３号機・４号機 約１，０３０億円 約６９１億円

 伊方原発３号機 約７４０億円 未申請

(各原発の原子炉設置変更許可申請書を基に作成)

1958 年 10 月 29 日 衆議院科学技術振興対策特別委員会

(各原発の原子炉設置変更許可申請書を基に作成)

1958 年 10 月 29 日 衆議院科学技術振興対策特別委員会

○岡崎英城委員 経理的基礎ということはどういう点ですか。 

○佐々木義武・科学技術庁原子力局長 経理的基礎と申しますのは、炉の設置に要する費用のみ

ではないのでありまして、自後これを運転するための費用、あるいは将来――これも近い将来と

思いますが、必要になると思われる保険問題等に関する経理的な基礎というふうにお考えいただ

きたいと思います。 

（1958 年 10 月 29 日 衆議院科学技術振興対策特別委員会会議録から抜粋）
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